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１．はじめに 

近年、東京近郊の都市においても工場跡地を利用し

た大規模ショッピングセンターの立地が相次ぐなど商業

形態は多様化してきている。それに伴い、住民の買物行

動は多様化し、買物行動の範囲は拡大していることが考

えられる。一方で、かつては住民にとって身近な商品・

サービスを提供するだけでなく“まち”の賑わいを象徴

する存在であった中心商店街では衰退が見られ、相対的

地位が低下する傾向にある。こうした背景のもと、今後

の人口減少、少子高齢化社会に対応したまちづくりを目

指していくためには、中心商店街の利用を促進する方策

を検討することが重要である。 
 方策を検討するにあたり、本研究では住民の買物行動

実態に着目する。住民は商業形態が多様化した中でも、

それぞれの商業形態の特徴を見極め、自分のライフスタ

イルに合わせ買物目的地を選択していると考えられるこ

とから、多様な商業形態を含めた買物行動実態を把握す

ることが、有効な中心商店街の利用促進方策を検討する

うえで必要なことであると考えるためである。 
 そこで本研究では、多様な商業形態が存在する地域に

おいて、住民の買物行動実態を詳細に把握し、さらに選

択行動を定量的に表現できる買物目的地選択モデルを構

築することにより、買物行動の影響要因及び目的地決定

構造を把握する。そしてこれらの結果を踏まえたうえで、

中心商店街の利用促進方策を検討し、それがもたらす効

果を定量的に分析する。これらにより、商業形態が多様

化する中での、中心商店街の相対的地位向上への一助と

することが本研究の目的である。 
 

２．研究の概要 

（１）研究の位置づけ 

買物行動についての研究は数多くあり、様々なモデ

ルも提案されてきた1）－6）。しかし、これまでの研究は

大型店の開業前後での買物行動変化7）や都心と郊外の競 
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合を分析しているもの 8）が多く、中心商店街の利用促

進方策を評価しているものはほとんどない。また、近隣

スーパーや百貨店などの商業形態や、交通手段全般を選

択肢としていないため、地域住民の買物行動特性を明ら

かにしているとは言い難い。 
そこで本研究では住民の買物行動特性をより詳細に

把握するために、商業形態は商店街、近隣スーパー、百

貨店、大規模 SC を、交通手段は徒歩・自転車・自動

車・バスまでを対象とし、駅からの距離に応じた居住地

別の買物行動特性の把握を試みている。さらにそれらを

基に買物行動をモデル化し、中心商店街の利用促進方策

の提案及び定量的評価を行っている点に本研究の特徴が

ある。 

 
（２）研究の概要 

a）アンケート調査 

駅からの距離に応じた 4 地域の住民に対してアンケ

ート調査を実施する。 
ｂ）買物行動特性の把握 

アンケートを集計し、品目・属性・居住地・交通手

段等の買物行動の特性を把握する。 
ｃ）買物目的地選択モデルの構築 

アンケート結果から、買物目的地選択モデルを構築

し、パラメータから買物目的地を選択する際の主要な影

響要因等を明らかにする。 
ｄ）方策の提案・評価 

アンケート結果や買物目的地選択モデルのパラメー

タから中心商店街利用促進方策を検討・提案し、その方

策の定量的評価を買物目的選択モデルを用いて行う。 

 

（３）対象地の概要 

本研究は対象地に埼玉県大宮駅周辺地域を選定した。 
a）大宮駅周辺の概要 

大宮駅は県内最大規模のターミナル駅であり、乗車

人員、大宮区の人口はともに近年増加傾向が続いている。

駅周辺には多くの商業施設が集積し、東口は古くから埼

玉県の商業の中心として栄えてきた商店街が広がる一方、

西口はペデストリアンデッキが整備され、近代的なビル

などが立ち並んでおり、県内の商品販売額の約 1 割を



占める。しかし、東口の休日の歩行者数は 2005 年から

2008 年にかけて約 25％減少 9)するなど近年駅周辺の歩

行者数は減少している。また、2000 年以降さいたま市

内に大規模SCが5店舗開業するなど、大宮駅周辺に大

規模SCの出店が相次いでいる。 
b）大宮駅東口商店街の概要 

大宮駅東口商店街連絡協議会に所属する商店街は全

部で 16 あり、飲食店や雑貨店などがひしめき合ってい

る。近年は店主の高齢化などから個人商店からのテナン

ト店への移行が進み、年間商品販売額も減少（1997 年

から 2007 年にかけて約 34％減少 10））傾向にある。ま

た 2004 年に白紙撤回した駅前再開発計画の挫折による

近代化の遅れなどにより、路上駐輪や交通渋滞、歩道環

境の悪化等の問題が未解決のまま残っている。 

 
３．調査 

（１）対象商業施設 

 商業形態は百貨店、商店街、近隣スーパー、大規模

SC の 4 形態とし、対象商業施設は表 3.1 に 19 商業施

設である。各商業施設の立地図は図3.1、3.2に示す。 
表3.1 対象商業施設一覧 11） 

 
※1.大規模 SC の選定条件：「全国大型小売店総覧 3)」でさいたま市内

に存在し、ショッピングセンターと分類されているもの 

 

図3.1 駅周辺百貨店、商店街の立地図 

 
図3.2 近隣スーパー、大規模SCの立地図 

（２）対象品目 

本研究で対象とする品目を表 3.2 に示す。これは「さ

いたま市消費者購買動向調査結果 12)」をクラスター分

析することにより分類した。 
表3.2 品目の分類 

 
 

（３）アンケート調査の内容・実施概要 

アンケート調査の内容の概要を表3.3に示す。 
表3.3 調査の概要 

 
アンケート調査の実施概要を表 3.4 に示す。図 3.3

には配布場所4地域（A,B,C,D）を示す。 
表3.4 アンケート調査の実施概要 

 

 
図3.3 アンケート配布場所 

 

４．アンケート集計結果 

（１）買物目的地 

図 4.1 より駅周辺百貨店及び大規模 SC は全品目で

偏りなく選択されているが、商店街、近隣スーパーは

利用のされ方が品目により限定的であり、品目により

買物目的地は使い分けられていることがわかる。 

 
図4.1 品目別の商業形態選択割合 

図 4.2 より居住地域により買物目的地の傾向は異なる

ことがわかり、駅から遠くなると駅周辺百貨店及び商店

街での買物が減少することがわかる。大規模 SC は居住

地域による偏りはないことがわかる。 

開業年 売場面積（m2） 駐車場（台） 駐輪場（台）

① ロフト大宮店 1969.11 19,928 300 ―
② 高島屋大宮店 1970.11 22,183 257 ―
③ DOM(丸井・ダイエー） 1982.9 35,826 500 ―
④ 大宮そごう 1987.3 47,986 559 858
⑤ アルシェ 1994.6 6,481 ― ―
⑥ ルミネ大宮店 1982.6 24,213 290 65
⑦ ecute大宮 2005.3 2,300 ― ―

⑧ 大宮駅東口商店街 ― 41,353 1,008 1,000

⑨ マルエツ大宮店 1965.4 1,032 ― 130
⑩ マルエツ天沼店 1972.8 692 16 40
⑪ スーパーバリュー大宮天沼店 2009.11 460 26 75
⑫ スーパーバリュー見沼南中野店 2009.11 460 36 80
⑬ コープ大宮中川店 2009.6 1,406 68 83
⑭ ヨークマート大宮南中野店 1991.11 1,456 107 87

⑮ 大宮サティ 2000.10 24,877 1,800 1,260
⑯ ステラタウン 2004.4 45.014 2,324 1,656
⑰ コクーン新都心 2004.9 15,866 2,300 802
⑱ イオン与野SC 2004.12 45,118 3,000 1,200
⑲ イオン浦和美園SC 2006.4 20,593 3,000 2,344

大宮駅周辺百貨店

大宮駅東口商店街

近隣スーパー

大規模SC※1

施設名

食料品
野菜・果物、精肉、鮮魚、菓子・パン・牛乳、
惣菜・弁当、米穀、酒類

日用品 日用品雑貨、医薬品・化粧品

買回り品
衣料品、靴・バッグ・アクセサリー、贈答品、
スポーツ・レジャー用品、CD・DVD・本・雑誌

項目 調査種類 調査項目

1 品目別の買物行動調査
・買物目的地（2つ）
・交通手段
・所要時間

2 買物の目的地を決める際に重視する項目
品目ごとに買物目的地を決める際に重視する項目を15項目の
中から3つ選択

3 大宮駅東口商店街に関する質問

・利用頻度
・利用回数の変化の理由
・12項目の施策や取り組みのなかで商店街で買い物をするよ
　うになるものを3つ選択

4 大宮駅東口商店街に対する評価 大宮駅東口商店に対する評価を10項目について5段階評価
5 大規模SCに対する評価 大規模SCに対する評価を10項目について5段階評価

6 個人・世帯属性

○個人に関すること
性別、年齢、職業、運転免許証保有の有無、大宮駅に行く際
の交通手段・所要時間
○世帯に関すること
住所、世帯構成、所有自動車・自転車台数、最寄のバス停、
居住年数

調査実施日 2009/12/7（月）

調査方法 ポスティングによる郵送回収

配布部数 1000部
調査対象地 大宮駅周辺の4地域（A,B,C,D）

回収部数
224部（2009/1/3（日）までに集計したもの）

A（67/300）,B（69/300）,C（47/200）,D（41/200)

31%

18%

63%

1%

19%

2%

43%

10%

2%

10%

17%

21%

16%

35%

12%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

食料品(n=436)

日用品(n=391)

買回り品(n=401)

駅周辺百貨店

大宮駅東口商店街

近隣スーパー

大規模ＳＣ

その他



 
図4.2 居住地別の商業形態選択割合 

 

（２）交通手段 

図 4.3 より駅周辺が買物目的地である場合徒歩が多い

ことがわかる。これは現在の駅周辺の商業施設が徒歩圏

の人しか行きにくい、もしくは駅から遠い地域の人にと

って魅力がない環境となっているということが考えられ

る。一方、大規模 SC は自動車利用が圧倒的に多く、こ

れは大規模 SC が駐車場の整備など自動車利用者にとっ

て利用しやすい環境になっているためであると考えられ

る。また、図 4.4 より居住地が駅から遠くなるほど、買

物時に自動車を利用する傾向があることがわかる。 

 
図4.3 商業形態別の交通手段選択割合 

 
図4.4 居住地別の交通手段選択割合 

 

（３）買物行動特性の把握 

調査より得られた買物行動特性を以下にまとめる。 

a）住民全体の買物行動特性 

・品目により買物目的地は使い分けられている。また、

駅に近いほど駅周辺で買物する傾向にあるなど居住

地によっても買物目的地は異なる。 

・居住地により利用交通手段の傾向は異なり、駅から近

い住民ほど徒歩・自転車を利用し、駅から離れるに

つれて自動車利用が多くなる。 

b）商業形態別の特徴 

商業形態別の交通手段、品目、居住地、居住年数の

特徴を表4.1にまとめる。それぞれの項目ごとに商業形

態の特徴は異なることが、特に交通手段・居住地によっ

て利用のされ方が変化することがわかる。 

表4.1 商業形態別の特徴 

 

５．買物目的地選択モデルの構築 

（１）NLモデル13)14) 

本研究では非集計行動モデルの一種であるネスティ

ッドロジットモデル（以下 NL モデル）を構築する。

非集計行動モデルの基本的前提は「個人が利用可能な選

択肢の中から、合理的な選択により最も望ましい選択肢

を選択する」というものである。本研究におけるモデル

の構成図を図5.1に示す。 

 
図5.1 NLモデルの構成図（選択ツリー） 

個人 n がレベル 1 の任意の選択肢（rm）を選択する

確率 ܲሺ݉ݎሻは、m を選択した条件下で r を選択する条

件付き確率 ܲሺݎ|݉ሻと m を選択する周辺確率 ܲሺ݉ሻと

の積として表現することができる。 

ܲሺ݉ݎሻ ൌ ܲሺݎ|݉ሻ ܲሺ݉ሻ、(r＝1、…、R୫୬;m=1、…、M୬) 

（5-1） 
  ：個人nのレベル2の選択肢数ܯ   

   ܴ：個人nがmを選択した時のレベル1の選択肢数 

 

（２）効用関数 

個人 n の効用をパラメータに関し線形と考えると、

効用関数は（5-2）、（5-3）式で表現することができる。 

ሺܸ|ሻ ൌ ߚ ሖ
ሺܺ|ሻ ൌ ∑ ߚ ሺܺ|ሻ

భ
ୀଵ   （5-2） 

ܸ ൌ ߠ ሖ ܺ ൌ ∑ ܺߠ
మ
ୀଵ    （5-3） 

ߚ    ሖ ：レベル1のパラメータ 

ߠ    ሖ ：レベル2のパラメータ 

   ሺܺ|ሻ：レベル1の説明変数 

   ܺ  ：レベル2の説明変数 

ここで効用の確率項のばらつきを示すパラメータを

 。ଶとすると、選択確率は次式で与えられるߣ、ଵߣ

ܲሺ|ሻ ൌ
ഊభೇሺೝ|ሻ

∑ 
ഊభೇ൫ೝ ሖ ห൯ೃ

ೝ ሖ సభ
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ೃ
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 （5-5） 

 

（３）尤度関数 
非集計行動モデルでは、パラメータを推定する際に

尤度関数 L※を定式化し、それを最大にする最尤推定法

という方法を用いる。尤度関数は次式となる。 

ൌ※ܮ ∑ ∑ ∑ ሺሻൣ݈݊ܲሺ|ሻߜ  ݈݊ ܲሺሻ൧
ோ
ୀଵ

ெ
ୀଵ

ே
ୀଵ （5-6） 

 、ሺሻ：個人nが選択肢（rm）を選択したとき1ߜ   

そうでないとき0 

本研究では同時推定によりパラメータを推定するが、
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項目 駅周辺百貨店 大宮駅東口商店街

交通手段 ・徒歩利用が多い
・徒歩・自転車利用で約8割
・自動車利用者にはほとんど利用されない

品目 ・買回り品によく利用される ・日用品以外は利用されていない

居住地 ・駅に近い住民ほど利用
・駅から遠い地域の人には利用されない
・西口の人には利用されない

居住年数 ・居住年数が長い人ほど利用 ・偏りなし

項目 近隣スーパー 大規模SC

交通手段 ・偏りなし ・自動車利用が圧倒的

品目 ・食料品によく利用される ・全品目において偏りなく利用される
居住地 ・駅から遠い地域の人によく利用される ・利用のされ方に居住地による偏りはない

居住年数 ・偏りなし ・偏りなし
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同時推定とは未知パラメータߚଵ、ߠ、λ1、λ2 を上式を

最大にするように同時に推定するものである。なお、4
個のパラメータのうち 1 つは決定できないため、λ1=1
として残りのパラメータを推定している。 

 
（４）モデルの概要 

本研究では、アンケート調査結果から買回り品の買

物目的地選択モデルを構築する。 

モデルの設定条件（一部）は以下の通りである。 

1. 目的地は①駅周辺百貨店（ロフト大宮店、高島屋大

宮店、大宮そごう、ルミネ大宮）、②大宮駅東口商

店街、③大規模 SC（a）：ステラタウン、④大規模

SC（b）：コクーン新都心、⑤大規模 SC（c）：イ

オン与野SCの5つとする。 
2. 大規模 SC へは徒歩、バスでは行かないものとする。 
3. 居住地 C の住民は、駅周辺百貨店および大宮駅東口

商店街へは徒歩で行かないものとする。 
4. 評価値は、アンケート調査結果の大宮駅東口商店街

及び大規模 SC への評価の回答結果を因子分析する

ことによって得た因子得点を用いる。 
 

（５）パラメータ推定結果 

 表5.1にパラメータ推定結果を示す。 

表5.1 パラメータ推定結果 

 
 t 値が低いパラメータがあり、的中率は少し低いもの

の、パラメータの符号条件、尤度比及びログサム変数に

は問題がなく、おおむね選択行動を表現できていると考

える。 

 

（６）パラメータ推定結果の考察 

交通手段選択は、自転車・自動車保有がそれぞれ自

転車・自動車選択に影響していること、アクセス時間が

強く影響していることがわかる。本来は費用を説明変数

として採用すべきだが、買物金額によっては駐車料金が

無料となる商業施設の駐車料金を定義することができな

かったため、本研究では費用に関して有意なパラメータ

を得ることができず、説明変数として採用しなかった。 
買物目的地選択は駐輪場・駐車場収容台数及び自宅

からの距離が影響を及ぼしていることがわかる。評価値

は商店街の t 値がやや低いものの、商店街、大規模 SC
ともに評価が高い人ほど選択する傾向があることを表現

している。また、特徴として 60 歳以上であれば大規模

SC のパラメータが負の値であることに対して商店街は

正の値であることから、高齢者は大規模SC 開業の影響

をそこまで受けておらず、商店街で買物をする潜在的な

可能性は高いと考えられる。一方、12 歳以下の子供を

持つ人は大規模 SC に行く傾向を表現しており、家族連

れの大規模 SC での買物傾向があるということが言える。 

 
６．大宮駅東口商店街への方策の検討 

（１）利用実態の把握 

アンケート調査結果より、大宮駅東口商店街の利用

実態を把握する。 

図 6.1 より、2000 年以降商店街の利用者は全体で約

4 割減少しており、これは大規模 SC の開業が少なから

ず影響していることが考えられる。図 6.2 より、東口の

住民（居住地 A～C）は商店街から居住地が遠くなるに

つれて利用頻度は減少する傾向にあり、特に居住地 C
の住民はほとんど利用しない人が6割存在している。 

 
図6.1 居住地別の2000年前後での商店街利用頻度の変化 

 
図6.2 居住地別の商店街利用頻度 

 

（２）住民が商店街に対して求める施策の把握 

アンケート調査結果より住民が商店街に対して求め

る施策の意向を把握する。 

 

図6.3 商店街を利用するために求める施策（居住地別） 

パラメータ ｔ値

共通変数 アクセス時間（分） -0.5532 -9.3728

自転車固有変数 自転車保有ダミー 4.6930 2.1736

自動車固有変数 自動車保有ダミー 5.3746 1.9968

徒歩固有変数（商店街のみ） 歩道幅（m） 5.1111 3.0922

百貨店（徒歩） 5.6653 12.6240

百貨店（自転車） -4.6749 -2.1566

百貨店（自動車） -8.3670 -3.0913

商店街（徒歩） 1.7037 3.0714

商店街（自転車） 8.0527 2.3860

商店街（自動車） 6.1425 2.1827

大規模SC（a）（自転車） 2.7538 1.2992

大規模SC（b）（自転車） 0.8389 0.9007

大規模SC（c）（自転車） -2.2776 -1.0843

駐輪場収容台数（台） 0.0296 2.7135

ln[駐車場収容台数（台）] 5.7019 2.7463

自宅からの距離（km） -11.6493 -3.1982

ポイント制度ダミー 25.0683 2.7690

居住地Cダミー -24.3432 -2.7515

60歳以上ダミー 11.9247 2.6944

商店街評価値 4.9962 1.6073

12歳以下子供保有ダミー 9.9150 2.2684

60歳以上ダミー -11.0282 -2.5539

ln[大規模SC評価値] 2.6609 2.1036

駅周辺百貨店 16.1541 2.9448

商店街 -25.0683 -2.7690

大規模SC（a） -2.8361 -2.7754

大規模SC（b） 10.5653 2.5238

0.0919 3.1636
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図6.4 商店街を利用するために求める施策（居住年数別） 

全体を通じて選択割合が高いものは、「魅力的な店

舗の誘致」「大宮ならではの店舗の出店」「駐車場、駐

輪場の整備」「歩道の整備、自転車専用道の整備」であ

り、これらの方策が求められていることがわかる。また、

居住年数が長いほど「大宮ならではの店舗の出店」の選

択割合が高く、商店街に地域性を求める傾向にあること

や、大宮駅へ行く際に自動車・バス利用が多い居住地C
は「共通駐車券、公共交通割引サービス」の選択割合が

高く、交通サービス向上を求める傾向にあるという特徴

があることがわかる。 

 
（３）方策の検討 

（2）から、住民は商店街に対して「店舗の魅力向上」

と「大宮駅東口周辺における交通問題の改善」を実施す

ることを求めていることがわかる。本研究ではこれら住

民の意向に加えて、買物行動の特徴や買物目的地選択モ

デルのパラメータ、大宮駅東口周辺の現状を考慮するこ

とにより、大宮駅東口商店街の利用促進方策として以下

の2つの方策を提案する。 
a）店舗構成の改善 

 表6.1に大宮駅東口商店街の店舗構成を示す。 

表6.1 大宮駅東口商店街の店舗構成 

 

表 6.1 をみると、飲食、買回り品の店舗数に対して、

食料品・日用品の店舗数が極端に少なく偏りがみられる。

実際のデータ（図 4.1 参照）によると、日用品は現在の

店舗数で充分に利用されているが、食料品はほとんど利

用されていないのが現状である。自由回答でも「百貨店

の食料品売り場は高いので、気軽に買える食料品の店が

商店街にあればいい」との要望が複数あった。そのため、

食料品の店舗を中心に積極的に誘致することで店舗構成

を改善することは、方策として有効であると考える。 

ｂ）商店街周辺の駐輪場の整備及び歩道の拡幅 

この方策は住民の意向に加えて、以下に示す事項を

考慮した結果、有効であると判断したものである。 
・駅周辺へ買物に来る人は徒歩・自転車が多く、モデル

のパラメータからも自宅からの距離や駐輪場収容台

数が買物目的地選択に影響することから、駐輪場の

整備及び歩道を拡幅することにより、商店街に近い

住民に対しての効果が期待できること 

・パラメータより 60 歳以上である人は商店街を利用し

やすいことから、歩道を拡幅することにより混雑し

ている歩行環境を快適なものに改善することで、高

齢者の利用促進が期待できること 
・駐輪場の整備は、現在大宮駅周辺で非常に目立ち歩行

の妨げになっている路上駐輪の減少にも効果がある

と考えられること 
・パラメータより駐車場を整備することも有効であると

考えられるが、大宮駅東口周辺は渋滞が起きやすく、

これ以上自動車交通量を増やすべきではないこと 

 
７．方策の効果の定量的把握 

6（3）b）で提案した方策の効果を、5 章で得られた

モデルを用いて定量的に評価する。このモデルは、説明

力が必ずしも十分ではないが、方策に対応する駐輪場収

容台数及び商店街歩道幅の説明変数では有意なパラメー

タを得ているため、これらの変数の値を変化させること

により得られる結果は方策の効果の程度を示し得るもの

と考える。また、歩道の拡幅は 2007 年に大宮区が実施

した社会実験 15）でも行われており、行政の検討してい

る方策と位置付けられることから、定量的評価を行う意

義はあると思われる。方策の設定条件を表7.1に示す。 
表7.1 方策設定条件 

 
※2.平日の路上駐輪ピーク台数が359台であることから 15） 

※3.大宮駅東口交通社会実験 16）の数値を採用 

方策別の買物目的地選択人数の変化を図7.1に示す。 

 
図7.1 買物目的地選択人数の変化 

表7.2 買物目的地転換者の内訳（居住地域） 

 

表7.3 買物目的地転換者のモデル推定値における買物目的地 

 

表7.4 買物目的地転換者の内訳（年齢） 

 

これらより、方策 1、2 のみではほとんど商店街への
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転換を図ることはできなかったが、方策 3 では商店街

への買物客を 16%増加させることができた。この増加

は全てが居住地A、Bの人の駅周辺百貨店利用からの転

換であり、大規模 SC 利用からの転換及び居住地 C、D
の人の転換を図ることはできなかった。居住地 D に関

しては、歩道の拡幅の要望は高い（図 6.3 参照）のにも

かかわらず買物目的地の転換には至らなかった。また、

転換した人の77%が60歳以上であった。 
この結果から、駐輪場の整備及び歩道の拡幅という

方策は、一定の効果はあるものの、効果は大宮駅東口周

辺に居住しており、駅周辺百貨店が買物目的地である人

に限定され、大規模 SC を利用している人や駅から遠い

地域に住んでいる人の買物先を商店街に転換させること

はできないということがわかった。これは、大規模 SC
利用者や駅から遠い地域の住民は自動車利用が多いこと

から、この方策では自動車利用のメリットを上回ること

はできなかったということである。やはり商店街の利用

を促すためには、本研究で検討したような方策に加えて、

商店街利用者の駐輪場無料化や商店街の魅力向上策等を

検討・実施することにより、自動車の利便性や他の商業

形態の魅力を上回ることが必要であろう。 

 
８．まとめ 
（１）得られた知見 

本研究で得られた知見を以下に示す。 

・駅から近い住民ほど徒歩・自転車での駅周辺での買物

が多くなり、一方駅から遠くなるにつれて、駅周辺

利用は減少し、自動車を利用した買物が多くなるこ

とから、居住地（駅からの距離）によって買物目的

地や交通手段の傾向は異なるということを把握する

ことができた。これは、居住地によって普段の生活

形態が異なることが影響しているものと考えられる。 

・買物目的地選択モデルを構築することにより、自宅か

らの距離及び駐輪場収容台数等が買物目的地選択に

おいて影響を及ぼしていることを定量的に把握する

ことができた。また、高齢者ほど商店街利用傾向が

高いことや、子供保有者の大規模 SC での買物傾向を

把握することができた。これは、大規模SC が商業施

設だけでなく付帯施設を多く持ち合わせている特徴

があることから、単なる買物目的地としてだけでな

く、家族のレジャー空間としても認識されていると

いうことを示していると考えられる。 

・方策に関しては、駐輪場の整備及び歩道の拡幅が一定

の効果があることは認められたものの、これらの交

通政策のみでは多くの住民の買物目的地を商店街に

転換させるほどの効果はないことがわかった。自動

車利用傾向が強い駅から遠い人や大規模SC を利用し

ている人が商店街に足を運ぶようになるためには、

本研究で評価した方策に加えて、商店街利用者に対

してバスの復路運賃や駐輪場料金を無料にするなど

のインセンティブを与えることにより、自動車以外

の交通手段による商店街利用メリットを大幅に向上

させることが必要であろう。また、6（3）a)で検討

したように、現状の利用状況に合わせて店舗構成を

見直すことや、商店街全体に統一感や地域性を持た

せることで他の商業形態にはない魅力を創出させて

いくことも、商店街を他の商業形態と差別化し、利

用を促進していくためには有効であると考える。 

 

（２）今後の課題 

本研究では、商店街自体の魅力について言及し、大

宮駅東口商店街ならではの方策を提案することはでき

なかったため、今後は自由回答で得られた地域住民の

声や実情を考慮した方策について検討していく必要が

ある。また、本研究ではモデルに買物頻度や交通手段

ごとの費用、各商業施設の魅力度を説明変数に取り込

むことができなかったため、正確に買物行動をモデル

化し、方策の効果を評価することができたとは言い難

い。今後は、これらを含めた買物目的地選択モデルを

構築し、方策の検討・評価をする必要があるであろう。 
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